
目的

心肺停止した傷病者、もしくは心肺停止が切迫
している傷病者を救命するためには、「救命の連
鎖」が重要である1）。一次救命処置は、救急隊な
どの医療従事者が駆けつけるより早くから、その
現場に居合わせた市民（バイスタンダー）によっ
て行われることが期待されている。自動体外式除
細 動 器（Automated External Defibrillator 

（AED））の一般市民の使用は、2004年7月に「非
医療従事者による自動体外式除細動器（AED）
の使用について」が厚生労働省から発出され、認
可されている2）。その後、市中に設置されている
AEDは着実に増加し、非医療従事者によって救
命される命が増えている3）。

本学は教育大学であり教員志望の学生が多く、
将来教職についた時のために在学中に救急救命講
習を受ける者が多い。また本学には障害のある学
生が多数在籍し、特に聴覚障害のある学生から救
急救命講習の受講希望がある。障害の特性に合わ
せた対応や工夫をすすめていく中で、効果的な方
法は何かという「問い」を抱いた。

実際の救急場面において、障害者が単独で状況

判断を適切に行って心肺蘇生法をすすめていくこ
とには困難を伴うものと推測される。しかしなが
ら習得した知識や技術をもって積極的に救急場面
に関わっていくことは，社会の一員として重要で
ある。心肺蘇生法を含めた応急手当が必要な場面
では、障害があってもなくても一人一人ができる
ことを担っていくことが大切である。2016年4月
に施行された障害者差別解消法4）では「障害が
あってもなくても、誰もが安心して暮らせる豊か
な共生社会の実現」を目的としている。そのため
の合理的配慮として参加の機会を設けることは社
会の責務であると考える。

障害者向けの救急救命講習の教育に関しては、
障害者に救急救命講習を実施したという報告が散
見されるのみで、より効果的な方法や工夫などに
ついて検討した報告は乏しい。われわれは、全国
の大学を対象に障害のある学生向けの救急救命講
習の取り組みを調査した5）。今回、特別支援学校に
おける障害のある児童生徒向けの救急救命講習の
取り組みの調査し、現状と課題について検討した。

方法

愛知県内の特別支援学校（2019年度）の全37校
（特別支援学校（知的障害・肢体不自由・病弱教育）
30校、特別支援学校（視覚障害）2校、特別支援
学校（聴覚障害）5校）に対して、特別支援学校
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【抄録】障害者の社会参加は重要であり、障害の有無に関わらず救命の連鎖の一端を担えるような社会参
加の機会が大事である。障害のある児童生徒向けの救急救命講習の実態を愛知県内の特別支援学校を対象
に調査した。児童生徒向けの講習を実施している学校は21％であり、特に聴覚障害に対しての工夫として
手話通訳や字幕の利用により情報保証をすすめている状況であった。教職員向けは、年に1-3回の講習の
開催によりほぼ全ての教職員が習得できるようにされ、受講者の多さから実技の時間や場所の確保や器具
の準備などの問題が指摘された。またAEDのユニバーサルデザインに向けての意見が多くみられた。今後、
効果的な講習の体系立てた取り組みが望まれる。
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講習に際しての工夫としては、聴覚障害に対し
ては、「手話通訳を使用している」、「字幕付きの
AEDを使用している」、「文字情報にして情報保
証をしている」、「わかりやすい資料を提示する」、

「DVD等には字幕を付ける」などが指摘された。
3） 教職員向けの救急救命講習について

教職員向けの救急救命講習については、「実施
している」が29校（100％）であった。

年間の講習回数は、「1回」が24校、「2回」が3校、
「3回」が2校であった。講習に関わるスタッフの
数は、「1人」が1校、「1-2人」が1校、「2人」が2校、

「6人」が1校であった。年に1-3回の講習の開催に
より、ほぼ全ての教職員が習得できるようにされ
ていた。

教職員の受講者の中に障害者がいる学校は、6
校（21％）であった。障害については、「視覚障害」、

「聴覚障害」であった。
講習に際しての問題や苦労した点としては、「教

職員数が多く、実技の時間が取りにくい」、「器具
等を多く借りる必要がある」などが指摘された。

e-learningの導入をしているところは、回答の
あった21校ではなかった。

講習に際しての工夫としては、「外部の救命講
習を利用して講師の方に来ていただいている」な
どが指摘された。
4） AEDについて

AEDの説明に際しての工夫としては、「外部の
救命講習を利用して講師の方に来ていただいてい
る」、「小学部では体格が小さい児童がいるため、
小児用の講習をしている」、「学校にある機種で説
明をしている」、「劇を交えて説明している」など
が指摘された。

AEDの実習に際しての工夫としては、「実際に
人体の模型とAEDで実習をしている」、「小児の
場合の対応をしている」、「緊急対応訓練で使用し
ている」、「在籍学年に応じ、成人と小児の人形を
使用している」、「AEDの機種によって違いがあ
ることを紹介する」などが指摘された。

AEDのユニバーサルデザインに向けての創意
や工夫についての意見には、単体としては「絵カー
ドなどの利用」、「使いやすい大きさや重さである
こと」、「視覚的にもわかりやすいこと」、「音声ガ
イドが理解しやすいこと」、「聴覚障害のある方が
使用できるもの、文字情報ガイドのあるもの」、「小
児用をわかりやすくする」、設置場所としては「取
り出しやすい位置、高さに設置できるとよい」、「屋
外のピロティに設置し地域の方にも使用できるよ
うにする」などが指摘された。

における障害のある児童生徒向けの救急救命講習
の実態調査、特別支援学校の教職員向けの救急救
命講習の実態調査についてのアンケート調査を施
行した。本調査への同意の得られた回答を解析対
象とした。

調査内容は、各施設で行っている救命講習に関
する項目、教職員向けの救急救命講習に関する項
目、AEDの説明・実習についての工夫・ユニバー
サルデザインに関する意見などである。

なお本研究は、本学倫理審査委員会の承認を得
て施行した（承認番号 AUE20190101HUM）。

結果

1） アンケートの回収率
回答は、29校（回収率78％）であった。

2） 児童生徒向けの救急救命講習について
児童生徒向けの救急救命講習については、「実

施している」が6校（21％）（特別支援学校（知的
障害・肢体不自由・病弱教育）3校、特別支援学
校（聴覚障害）3校）、「実施していない」が23校

（79％）であった。
救急救命講習の枠としては、「正規の講義で実

施している」が5校（83％）、「講習会などのプロ
グラムで実施している」が1校（17％）であった。

実施している学年は、「中等部・高等部」「中2・
高1」「高1から専2の寄宿舎の生徒」「高2」「全学年」
などであった。

年間の講習回数は、「1回」が3校、「2回」が1校、
「2-3回」が1校であった。

講習に関わるスタッフの数は、「1人」が1校、「1-2
人」が1校、「2人」が2校、「6人」が1校であった。

1回の受講者数は、「2人程度」が1校、「5人程度」
が1校、「5-10人程度」が1校、「20人程度」が1校、「50
人程度」が1校であった。年間の受講者数は、「2
人程度」が1校、「5人程度」が1校、「10-20人程度」
が1校、「20人程度」が1校、「150人程度」が1校であっ
た。受講者の障害については、「肢体不自由」、「発
達障害」、「知的障害」、「聴覚障害」などであった。

講習に際してのねらいや目標としては、「心肺
蘇生法についての基本的な知識を身に付ける」、

「救命処置の手順を理解する」、「救命活動の流れ
を理解する」「生徒が施設内で使用できるように
する」などが挙げられた。

講習に際しての問題や苦労した点としては、「自
立歩行と車椅子の生徒では教え方が変わってく
る」「集中できない生徒がいる」、「（聴覚障害に対
しては）AEDの音声ガイダンスを文字情報で伝
える必要がある」などが指摘された。

e-learningの導入をしているところはなかった。
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され普及している状況ではないと思われ、今後の
開発や普及が期待される。

今回は、愛知県内の特別支援学校における救急
救命講習に関する調査研究であるが、アンケート
調査の限界が想定される。また特別支援学校は、
視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自
由者、または病弱者（身体虚弱者を含む）に対し
て、幼稚園、小学校、中学校または高等学校に準
ずる教育を施すとともに、障害による学習上また
は生活上の困難を克服し自立を図るために必要な
知識技能を授けることを目的としている16）。学校
の特性には多様性があり、一律に捉えることは困
難である。こうした背景であるが、今回の調査は
一定の傾向を示しているものと考える。

現在、障害者への合理的配慮の取り組みがすす
められていて、社会参加も重要なテーマである。
社会の構成者として、障害の有無に関わらず救命
の連鎖の一端を担えるような社会参加の機会があ
ることが大事である。

なお本研究は、文部科学省 科学研究費助成事
業（学術研究助成基金助成金） 基盤研究（C）（一
般）の援助を得て実施した。
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考察

今回の調査では、愛知県内の特別支援学校（2019
年度）の全37校を対象として、障害のある児童生
徒向けの救急救命講習の実態を調査した。第一に、
児童生徒向けの救急救命講習を実施している学校
は21％であり、特別支援学校（聴覚障害）の割合
が多かった。多くが正規の講義で実施され、聴覚
障害に対しての工夫には手話通訳や字幕の利用な
どにより情報保証をすすめている状況であった。
第二に、教職員向けについては、年に1-3回の講
習の開催によりほぼ全ての教職員が習得できるよ
うにされ、教職員数が多いため実技の時間や場所
の確保の困難さや多くの器具等の準備などの問題
が指摘された。第三に、AEDのユニバーサルデ
ザインに向けての意見が多くみられた。

近年、障害者差別解消法4）が施行され、不当な
差別的取り扱いをなくし合理的配慮を行うことが
推進されている。共生社会の実現が目的となって
おり、社会参加も重要テーマである。障害があっ
てもなくても社会の一員として、それぞれができ
ることを担っていくことが大切である。実際の救
急場面において、障害者が単独で状況判断を適切
に行って心肺蘇生法をすすめていくことには困難
を伴うものと推測される。しかしながら習得した
知識や技術をもって積極的に救急場面に関わって
いくことは社会の一員として重要である。そのた
めの参加の機会は大事である。

今回の調査から、特別支援学校における障害の
ある児童生徒への救命講習の取り組みは多くない
ことが明らかになった。社会全体においても、障
害のある方向けの救命講習の取り組みについての
文献は少ない。障害者向けの救命講習6−9）、聴覚
障害者向けの救命講習10,11）、視覚障害者向けの救
命講習12,13）などが散見される。児童生徒の障害の
状態に合わせた適切な支援を考慮しながら、体系
立てた取り組みをすすめていくことが必要と考え
られる。

教職員向けの救急救命講習については、毎年
1-3回の講習開催によりほぼ全ての教職員が習得
できるようにされていた。少ない回数で多くの教
職員が受講するため、実技の時間や場所の確保の
困難さや、講習用の人形やAEDなどの器具等を
準備する苦労などの問題が指摘された。

今回の調査では、AEDのユニバーサルデザイ
ンに向けての意見が多くみられた。これまでにも、
AEDの機器について、AEDの表示ランプの改良
やユニバーサルデザインへの改良が提案されてい
る14,15）。しかしながら、現実社会では十分に開発
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